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公認会計士・監査審査会 

 公認会計士・監査審査会は、才和有限責任監査法人を検査した結果、下記のとおり、当

該監査法人の運営が著しく不当なものと認められたので、本日、金融庁長官に対して、公

認会計士法第 41 条の２の規定に基づき、当該監査法人に対して行政処分その他の措置を講

ずるよう勧告した。 

記 

 才和有限責任監査法人を検査した結果、以下のとおり、当該監査法人の運営は、著しく

不当なものと認められる。 

１．当該監査法人においては、社員が監査の品質を向上させる必要性を感じておらず、被

監査会社の主張や被監査会社が作成した資料を批判的な検討なく受け入れる傾向がある

など、監査の基本である投資者及び債権者のために監査を行うという意識が希薄である。 

加えて、ここ数年、当該監査法人は、監査法人として成立するために必要な最低限の

社員数である５名で業務を実施している中、監査契約の解除等により業務収入が激減し

ている厳しい環境にある。 

さらに、当該監査法人は、全ての社員が兼業を行っており、法人代表者を除く４名に

ついては、法人の品質管理業務にほとんど関与しておらず、監査法人としての組織的監

査を実施する態勢を構築できる状況になく、また、法人代表者がガバナンスを効かせに

くい環境にある。 

こうしたことから、当該監査法人には、被監査会社の立場を過度に重視する風土が醸

成されている。 

２．当該監査法人においては、法人代表者が品質管理業務に係る役割について各社員に分

担せず、代表者自身において主要な監査業務の業務執行社員に加え、品質管理担当社員、

日常的監視担当者といった多くの法人の役割を兼務するなど、品質管理担当社員として

実施すべき品質管理システムの整備に十分な時間を確保できておらず、品質管理に係る

各業務の運用において、深度ある検証ができない状況になっている。 

このように、当該監査法人は、監査法人として組織的に監査の品質の向上に取り組む

態勢を構築していないことから、品質管理のシステムが機能しておらず、品質管理態勢

は著しく不十分である。 

３．監査業務の実施については、業務執行社員は、監査補助者を非常勤職員中心に構成し

ている状況において、指示・監督、査閲、研修の実施等、適切な監査を実施するための

取組を十分に行っていない。 

また、業務執行社員を含む監査チームにおいて、監査の基準の要求水準に関する理解・

知識が不足しているため、監査意見形成に重要な影響を与える会計上の見積りなど、職

業的専門家としての判断を伴う項目に対し、深度ある監査手続が実施できていない。 

さらに、業務執行社員は、前年同様の監査を実施すればよいとの認識のもと、被監査

会社の主張や被監査会社が作成した資料を批判的な検討なく受け入れる傾向がある。 

このため、関連当事者取引における取引実態の理解を踏まえた検討を行っていないな

ど、監査の基準に準拠した監査手続が実施されていない監査業務が広範に認められる。 



４．監査業務に係る審査については、審査担当社員が監査の基準の改正に留意した審査を

実施しておらず、また、審査の実施に際して、重要な論点について、独自の観点に基づ

き、批判的かつ深度ある検証が不足していることから、監査実施上の重要な問題点を発

見・抑制できておらず、審査態勢は著しく不十分である。 

５． 日本公認会計士協会の品質管理レビューの指摘事項については、品質管理担当社員が、

社員会等において、指摘事項及びその改善措置について説明しているものの、指摘事項

に関連した項目についての対応の周知が不足しており、また、法人代表者を含む全ての

社員は、指摘事項に対する改善状況の事実確認が不足していたことから、契約リスクの

評価、後発事象の検討、未訂正事項の集計等において改善が不十分な事項が認められ、

改善に向けた取組状況は不十分である。 
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